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平成平成平成平成１１１１８８８８年年年年３３３３月期月期月期月期        個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表個別中間財務諸表のののの概要概要概要概要                    
平成 17 年 11 月 10 日 

 
上場会社名 株式会社今仙電機製作所                  上場取引所    東・名 
コード番号 ７２６６                         本社所在都道府県 愛知県 
(ＵＲＬ http://www.imasen.co.jp ) 
代  表  者 役職名 取締役社長 氏名 若山 恭二 
問合せ先責任者 役職名 常務取締役 氏名 大澤 慶文            ＴＥＬ (0568)67－1211 
決算取締役会開催日   平成 17 年 11 月 10 日        中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日   平成 17 年 12 月 12 日        単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 
 
１１１１．．．．11117777 年年年年 9999 月中間期月中間期月中間期月中間期のののの業績業績業績業績((((平成平成平成平成 11117777 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日～～～～平成平成平成平成 11117777 年年年年 9999 月月月月 30303030 日日日日))))    
(1)経営成績                       (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

17 年 9 月中間期 25,036 (10.0) 261 (△56.8) 420 (△40.3) 
16 年 9 月中間期 22,760 (15.1) 606 (△19.4) 703 (△14.9) 
1 7 年 3 月 期 46,641 (12.9) 1,150 (△25.4) 1,230 (△24.8) 
 

 
中間(当期)純利益 

1 株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭 
17 年 9 月中間期 △718 (    －) △48 66 
16 年 9 月中間期 198 (△56.7) 13 42 
1 7 年 3 月 期 174 (△79.8) 11 82 
(注) 1.期中平均株式数 17年 9月中間期 14,762,777 株 16 年 9月中間期 14,762,986 株 17 年 3月期 14,762,934 株 

2.会計処理の方法の変更  有 
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。 

 
(2)配当状況 

 
1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

 円 銭 円 銭 
17 年 9 月中間期 6 00 － 
16 年 9 月中間期 5 00 － 
1 7 年 3 月 期 － 11.00 
 
(3)財政状態 
 総 資 産  株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 
17 年 9 月中間期 39,906 15,698 39.3 1,063 37 
16 年 9 月中間期 38,703 16,231 41.9 1,099 48 
1 7 年 3 月 期 39,139 16,203 41.4 1,097 58 
(注) 1.期末発行済株式数 

2.期末自己株式数 
17 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

14,762,682株 
     1,018 株 

 16 年 9 月中間期  14,762,919 株 
 16 年 9 月中間期         781 株 

 17 年 3 月期  14,762,844 株 
 17 年 3 月期         856 株 

 
２２２２．．．．11118888 年年年年 3333 月期月期月期月期のののの業績予想業績予想業績予想業績予想((((平成平成平成平成 11117777 年年年年 4444 月月月月 1111 日日日日～～～～平成平成平成平成 11118888 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日))))    

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 

通 期 50,500 1,600 10 6 00 12 00 
(参考) 1 株当たり予想当期純利益(通期) 68 銭 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因
によって予想値と異なる場合があります。 
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１１１１．．．．中間中間中間中間財務諸表等財務諸表等財務諸表等財務諸表等    
 
 (1) (1) (1) (1) 中間財務諸表中間財務諸表中間財務諸表中間財務諸表    
  ①中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

期  別 
 
 
科  目 金   額 構成比 

(％) 金   額 構成比 
(％) 金   額 構成比 

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金  1,605   1,321   1,428  

２ 受取手形  703   538   564  

３ ファクタリング債権  1,079   2,202   1,223  

４ 売掛金  11,433   12,051   12,089  

５ たな卸資産  1,496   1,658   1,527  

６ 繰延税金資産  435   495   466  

７ その他      ※3  2,016   2,041   2,172  

流動資産合計  18,770 48.5  20,308 50.9  19,473 49.8 

Ⅱ 固定資産          

(1) 有形固定資産   ※1          

１ 建物             ※2  3,210   2,986   3,051  

２ 機械及び装置  3,661   3,575   3,541  

３ 工具器具及び備品  1,387   1,428   1,353  

４ 土地             ※2  3,732   2,875   3,705  

５ その他  352   318   399  

有形固定資産合計  12,344 31.9  11,184 28.0  12,052 30.8 

(2) 無形固定資産  167 0.4  165 0.4  165 0.4 

(3) 投資その他の資産          

１ 投資有価証券     ※2  6,051   7,124   6,194  

２ 繰延税金資産  132   ―   125  

３ その他  1,277   1,132   1,136  

４ 貸倒引当金  △40   △8   △8  

投資その他の資産合計  7,421 19.2  8,248 20.7  7,447 19.0 

固定資産合計  19,933 51.5  19,597 49.1  19,665 50.2 

資 産 合 計  38,703 100.0  39,906 100.0  39,139 100.0 
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（単位：百万円） 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

期  別 
 
 
科  目 金   額 構成比 

(％) 金   額 構成比 
(％) 金   額 構成比 

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形  1,639   1,838   1,497  

２ ファクタリング債務  2,854   3,602   3,303  

３ 買掛金  2,372   3,017   2,651  

４ 短期借入金    ※2  2,770   3,200   2,200  

５ 一年内償還予定社債※2  ―   500   500  
６ 一年内返済予定長期借
入金         ※2  1,878   1,529   1,797  

７ 未払法人税等  229   194   68  

８ 賞与引当金  854   850   841  

９ 製品保証引当金  53   157   131  

10 その他  2,600   3,118   3,231  

流動負債合計  15,253 39.4  18,010 45.2  16,223 41.4 

Ⅱ 固定負債          

１ 社債       ※2  2,000   1,500   1,500  

２ 長期借入金    ※2  3,256   2,514   3,217  

３ 繰延税金負債  ―   90   ―  

４ 退職給付引当金  1,720   1,716   1,734  

５ 役員退職慰労引当金  121   121   130  

６ 投資損失引当金  120   254   131  

固定負債合計  7,219 18.7  6,198 15.5  6,713 17.2 

負債合計  22,472 58.1  24,208 60.7  22,936 58.6 

(資本の部)          

Ⅰ 資本金  3,048 7.9  3,048 7.6  3,048 7.8 

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金 2,781   2,781   2,781   

資本剰余金合計  2,781 7.2  2,781 7.0  2,781 7.1 

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金 210   210   210   

２ 任意積立金 5,562   5,560   5,562   

３ 中間(当期)未処分利益 3,794   2,892   3,697   

利益剰余金合計  9,568 24.7  8,664 21.7  9,470 24.2 
Ⅳ その他有価証券評価 
差額金  833 2.1  1,204 3.0  903 2.3 

Ⅴ 自己株式  △0 △0.0  △0 △0.0  △0 △0.0 

資本合計  16,231 41.9  15,698 39.3  16,203 41.4 

負債・資本合計  38,703 100.0  39,906 100.0  39,139 100.0 
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  ②中間損益計算書 
（単位：百万円） 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

期  別 
 
 
 
科  目 金   額 百分比 

(％) 金   額 百分比 
(％) 金   額 百分比 

(％) 

Ⅰ 売上高  22,760 100.0  25,036 100.0  46,641 100.0 

Ⅱ 売上原価           ※1  19,753 86.8  22,210 88.7  40,754 87.4 

売上総利益  3,007 13.2  2,825 11.3  5,887 12.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費※1  2,401 10.5  2,564 10.2  4,736 10.1 

営業利益  606 2.7  261 1.1  1,150 2.5 

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息  10   8   20  

２ 受取配当金  64   175   125  

３ 受取補償費  59   2   58  

４ その他  70   73   82  

営業外収益合計  204 0.9  259 1.0  287 0.6 

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息  63   58   126  

２ その他  43   42   81  

営業外費用合計  107 0.5  101 0.4  208 0.5 

経常利益  703 3.1  420 1.7  1,230 2.6 

Ⅵ 特別利益  0 0.0  0 0.0  57 0.1 

Ⅶ 特別損失        ※2.3  251 1.1  963 3.9  803 1.7 
税引前中間(当期)純利益 
又は税引前中間純損失(△)  451 2.0  △542 △2.2  483 1.0 

法人税、住民税及び事業税 228   194   355   

法人税等調整額 24 253 1.1 △18 175 0.7 △46 308 0.6 
中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△)  198 0.9  △718 △2.9  174 0.4 

前期繰越利益  3,486   3,611   3,486  

合併引継未処分利益  110   ―   110  

中間配当額  ―   ―   73  

中間(当期)未処分利益  3,794   2,892   3,697  
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中間財務諸表作成中間財務諸表作成中間財務諸表作成中間財務諸表作成のののの基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項    
 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
  
 (1) 有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算末日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額は、全
部資本直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法によ
り算定) 

時価のないもの 
移動平均法に基づく原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
  
 (1) 有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 

同左 
その他有価証券 
時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 

時価のないもの 
同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
  
 (1) 有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 

同左 
その他有価証券 
時価のあるもの 
決算期末日の市場価格等に基
づく時価法(評価差額は、全部
資本直入法により処理し、売
却原価は、移動平均法により
算定) 

時価のないもの 
同左 

  
 (2) デリバティブ 

時価法 

  
 (2) デリバティブ 

同左 

  
 (2) デリバティブ 

同左 
  
 (3) たな卸資産 

 製品・仕掛品 
総平均法に基づく原価法 

 原材料 
移動平均法に基づく原価法 

 貯蔵品 
最終仕入原価法に基づく原
価法 
  

  
 (3) たな卸資産 

 製品・仕掛品 
同左 

 原材料 
同左 

 貯蔵品 
同左 

 
  

  
 (3) たな卸資産 

 製品・仕掛品 
同左 

 原材料 
同左 

 貯蔵品 
同左 

 
  

２ 固定資産の減価償却の方法 
  
 (1) 有形固定資産 

定率法によっております。ただ
し、平成10年４月１日以降取得
した建物(建物附属設備を除く)
については、定額法によってお
ります。 
また、取得価額10万円以上20万
円未満の少額減価償却資産につ
いては、一括償却資産として法
人税法に規定する方法により、
３年間で均等償却しております。 
なお、主な耐用年数は次のとお
りであります。 
 建物       ３～50年 
 機械及び装置   ４～12年 
 工具器具及び備品 ２～12年 

２ 固定資産の減価償却の方法 
  
 (1) 有形固定資産 

同左 
 

２ 固定資産の減価償却の方法 
  
 (1) 有形固定資産 

同左 
 

  
 (2) 無形固定資産 

定額法によっております。 
なお、耐用年数については、法
人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。ただし、
ソフトウェア(自社利用)につい
ては、社内における見込利用可
能期間(５年)による定額法によ
っております。 

  
 (2) 無形固定資産 

同左 
 

  
 (2) 無形固定資産 

同左 
 

  
 (3) 長期前払費用 

均等償却によっております。 
なお、償却期間については、法
人税法に規定する方法と同一の
基準によっております。 
  

  
 (3) 長期前払費用 

同左 
 

  
 (3) 長期前払費用 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える
ため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回
収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

同左 

  
 (2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるた
め、支給見込額に基づき計上し
ております。 

  
 (2) 賞与引当金 

同左 

  
 (2) 賞与引当金 

同左 

  
 (3) 製品保証引当金 

製品のクレーム費用の支払に備
えるため、過去の実績を基礎に
して発生見込額を計上しており
ます。 

  
 (3) 製品保証引当金 

同左 

  
 (3) 製品保証引当金 

同左 

  
 (4) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、
当期末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、
当中間会計期間末において発生
していると認められる額を計上
しております。 
会計基準変更時差異(2,847百万
円)については、15年による按分
額を費用処理しております。 
過去勤務債務については、その
発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数(10年)によ
る按分額を費用処理しておりま
す。 
数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存
勤務期間内の一定の年数(10年)
による定率法により発生年度か
ら費用処理しております。 

  
 (4) 退職給付引当金 

同左 

  
 (4) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、
当期末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき、
期末において発生していると認
められる額を計上しております。 
会計基準変更時差異(2,847百万
円)については、15年による按分
額を費用処理しております。 
過去勤務債務については、その
発生時の従業員の平均残存勤務
期間内の一定の年数(10年)によ
る按分額を費用処理しておりま
す。 
数理計算上の差異については、
その発生時の従業員の平均残存
勤務期間内の一定の年数(10年)
による定率法により発生年度か
ら費用処理しております。 

  
 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備え
るため、内規に基づく中間期末
要支給額を計上しております。 

  
 (5) 役員退職慰労引当金 

同左 

  
 (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備え
るため、内規に基づく期末要支
給額を計上しております。 

  
 (6) 投資損失引当金 

関係会社への投資等に係る損失
に備えるため、各社の財政状態
等を勘案し、所要額を計上して
おります。 

  
 (6) 投資損失引当金 

 同左 

  
 (6) 投資損失引当金 

 同左 

  
４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移
転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理によっ
ております。 
  

  
４ リース取引の処理方法 

同左 

  
４ リース取引の処理方法 

同左 
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前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

５ ヘッジ会計の方法 
振当処理の要件を満たす為替予
約及び通貨スワップについては、
振当処理を採用しており、特例
処理の要件を満たす金利スワッ
プについては、特例処理を採用
しております。 
  

５ ヘッジ会計の方法 
同左 
 
 
 
 
 

  

５ ヘッジ会計の方法 
同左 

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

消費税の会計処理方法 
消費税及び地方消費税は税抜方
式によっており、地方消費税を
含めて表示しております。 
  

６ その他中間財務諸表作成のため
の基本となる重要な事項 

消費税の会計処理方法 
同左 

６ その他財務諸表作成のための基
本となる重要な事項 

 消費税の会計処理方法 
同左 

 
会計処理会計処理会計処理会計処理のののの変更変更変更変更     

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――――――― 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
当中間会計期間から、「固定資産
の減損に係る会計基準」（「固定資
産の減損に係る会計基準の設定に
関する意見書」（企業会計審議会
平成 14 年８月９日））及び「固定
資産の減損に係る会計基準の適用
指針」（企業会計基準委員会 平成
15 年 10 月 31 日 企業会計基準適
用指針第６号）を適用しておりま
す。 
これにより税引前中間純損失は
830 百万円増加しております。 
なお、減損損失累計額については、
改正後の中間財務諸表等規則に基
づき当該各資産の金額から直接控
除しております。 

  

―――――――――― 
 

 
表示方法表示方法表示方法表示方法のののの変更変更変更変更    
 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間貸借対照表） 
 前中間会計期間において流動資産の「その他」に含め
て表示しておりました「ファクタリング債権」(前中
間会計期間14百万円)については、当中間会計期間よ
り区分掲記しております。 

 

―――――――――― 
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注注注注    記記記記    事事事事    項項項項    
    
    ((((中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係中間貸借対照表関係))))    

 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
 40,105百万円
 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
 39,944百万円
 

※１有形固定資産の減価償却累計額 
 39,600百万円
  

※２担保に供している資産 
(工場財団) 
 建物 594百万円
 土地 57百万円
(その他) 
 建物 2,543百万円
 土地 2,722百万円
 投資有価証券 734百万円
 合 計 6,651百万円
  

 
※２担保に供している資産 
(工場財団) 
 建物 482百万円
 土地 30百万円
(その他) 
 建物 2,439百万円
 土地 2,722百万円
 投資有価証券 920百万円
 合 計 6,596百万円
  

 
※２担保に供している資産 
(工場財団) 
 建物 493百万円
 土地 30百万円
(その他) 
 建物 2,489百万円
 土地 2,722百万円
 投資有価証券 744百万円
 合 計 6,481百万円
  

上記に対応する債務 
 短期借入金 403百万円
 社債 500百万円
 長期借入金 4,697百万円
 (一年内返済予定額を含む) 
 合 計 5,600百万円
 

上記に対応する債務 
 短期借入金 300百万円
 一年内償還予定社債 500百万円
 長期借入金 3,847百万円
 (一年内返済予定額を含む) 
 合 計 4,647百万円
  

上記に対応する債務 
 短期借入金 300百万円
 一年内償還予定社債 500百万円
 長期借入金 4,699百万円
 (一年内返済予定額を含む) 
 合 計 5,499百万円
 

※３消費税は仮払消費税と仮受消費
税を相殺のうえ流動資産「その
他」として表示しております。 

※３消費税は仮払消費税と仮受消費
税を相殺のうえ流動資産「その
他」として表示しております。 

※３  ―――――――――― 

 ４偶発債務 
  保証債務 

以下の各社に対し保証を行って
おります。 

   イマセン ビュサイラス 
   テクノロジー インク 
   (銀行借入及び 
   リース契約) 1,351百万円

   広州今仙電機有限公司 
   (銀行借入) 138百万円
   イマセン マニュファクチ

ュアリング(タイランド)カン
パニー リミテッド 

   (銀行借入) 213百万円
   合 計 1,703百万円
 

 ４偶発債務 
  保証債務 

以下の各社に対し保証を行って
おります。 

   イマセン ビュサイラス 
   テクノロジー インク 
   (銀行借入及び 
   リース契約) 1,881百万円

   イマセン マニュファクチ
ュアリング(タイランド)カン
パニー リミテッド 

   (銀行借入) 220百万円
   合 計 2,101百万円
 
 
  

 ４偶発債務 
  保証債務 

以下の各社に対し保証を行って
おります。 

   イマセン ビュサイラス 
   テクノロジー インク 
   (銀行借入及び 
   リース契約) 1,167百万円

   広州今仙電機有限公司 
   (銀行借入) 213百万円
   イマセン マニュファクチ

ュアリング(タイランド)カン
パニー リミテッド 

   (銀行借入) 218百万円
   合 計 1,599百万円
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    ((((中間中間中間中間損益計算書関係損益計算書関係損益計算書関係損益計算書関係))))    
 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 減価償却実施額 
  有形固定資産 593百万円
  無形固定資産 3百万円
    合 計 596百万円
 

※１ 減価償却実施額 
  有形固定資産 561百万円
  無形固定資産 3百万円
    合 計 564百万円
 

※１ 減価償却実施額 
  有形固定資産 1,192百万円
  無形固定資産 6百万円
    合 計 1,199百万円

  
※２ 特別損失の主要項目 
  投資有価証券評価損 
  投資損失引当金繰入額 

122百万円
120百万円

 

※２ 特別損失の主要項目 
  減損損失 
  投資損失引当金繰入額 

830百万円
123百万円

 

※２ 特別損失の主要項目 
  固定資産処分損 
  投資有価証券評価損 
  投資損失引当金繰入額 
  製品補償損失 

112百万円
108百万円
131百万円
451百万円

  
※３  ―――――――――― 
 

※３ 減損損失 
 当社は、以下の資産グループにつ 
 いて減損損失を計上しております。 

用 途 種 類 場 所 

遊 休 
資 産 

土 地 
栃 木 県 
佐 野 市 
ほか 

 当社は、管理会計上の区分を基礎 
 にグルーピングを行っております 
 が、現在未稼働で今後も事業の用 
 に供する予定のないものについて 
 は遊休資産としてグルーピングし 
 ております。 
 上記の資産について、遊休状態に 
 あり今後も使用の目処が立ってい 
 ない資産グループの帳簿価額を回 
 収可能価額まで減額し、830百万円 
 の減損損失を計上しております。 
 減損損失の内訳は、土地830百万円 
 であります。 
 なお、当資産グループの回収可能 
 価額は正味売却価額により測定し 
 ており、重要性の高い資産グルー 
 プについては、不動産鑑定士によ 
 る鑑定評価額を基準としておりま 
 す。 
  

※３  ―――――――――― 
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 (2)(2)(2)(2)リースリースリースリース取引関係取引関係取引関係取引関係    
 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
  
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

 
機械及び 
装  置 

 工具器具 
及び備品 

 
合 計 

 百万円  百万円  百万円

取得価額 
相 当 額 65 5,704 5,769

減価償却 
累計額相 
当  額 

42 2,335 2,378

中間期末 
残  高 
相 当 額 

22 3,369 3,391

 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
  
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額 

 
機械及び 
装  置 

 工具器具 
及び備品 

 
合 計 

 百万円  百万円  百万円

取得価額 
相 当 額 65 6,875 6,940

減価償却 
累計額相 
当  額 

52 3,325 3,378

中間期末 
残  高 
相 当 額 

12 3,549 3,562

 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引 
  
１ リース物件の取得価額相当額、
減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額 

 
機械及び 
装  置 

 工具器具 
及び備品 

 
合 計 

 百万円  百万円  百万円

取得価額 
相 当 額 67 6,714 6,782

減価償却 
累計額相 
当  額 

50 3,003 3,054

期末残高 
相 当 額 17 3,710 3,728
 

  
２ 未経過リース料中間期末残高相
当額 
１年内 1,741百万円 
１年超 1,676百万円 
合 計 3,418百万円 

 

  
２ 未経過リース料中間期末残高相
当額 
１年内 1,971百万円
１年超 1,622百万円
合 計 3,593百万円

 

  
２ 未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 1,966百万円
１年超 1,791百万円
合 計 3,757百万円

   
３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 
支払リース料 956百万円
減価償却費相当額 930百万円
支払利息相当額 29百万円

 

  
３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 
支払リース料 1,187百万円
減価償却費相当額 1,151百万円
支払利息相当額 32百万円

 

  
３ 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 
支払リース料 2,018百万円
減価償却費相当額 1,963百万円
支払利息相当額 61百万円

  
４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 
減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残
存価額については、残価保証の
取決めがあるリース取引は当該
残価保証額、その他については
零とする定額法によっておりま
す。 
利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっておりま
す。 
  

  
４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 
減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 
 
 
 
 
利息相当額の算定方法 

同左 
 

  
４ 減価償却費相当額及び利息相当
額の算定方法 
減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 
 
 
 
 
利息相当額の算定方法 

同左 
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(3)(3)(3)(3)有価証券関係有価証券関係有価証券関係有価証券関係    
前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても、子会社株式及び関連会社株式
で時価のあるものはありません。 

 
 
２２２２．．．．重要重要重要重要なななな後発事象後発事象後発事象後発事象    
    
（転換社債型新株予約権付社債の発行について） 
当社は、平成 17 年９月２日開催の取締役会決議に基づき、平成 17 年 10 月３日に転換社債型新株予約
権付社債を発行いたしました。 
その概要は次のとおりであります。 
(1) 社債の名称 

株式会社今仙電機製作所130％コールオプション条項付第１回無担保転換社債型新株予約権付社債 
(2) 社債の総額    3,000 百万円 
(3) 社債の利率    本社債に利息を付けない 
(4) 社債の発行価額  額面 100 円につき金 100 円 
(5) 発行年月日    平成 17 年 10 月３日 
(6) 償還期限     平成 22 年９月 29 日 
(7) 資金の使途    設備投資資金、借入金返済及び社債償還資金 

    
 


